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 現在、多くの地方都市では自動車が交通手段の中心となっており、駐車場のサービス水準が中心市街地への
訪問行動に影響を与えている。そのため、買物などの消費行動に対し、駐車場料金を補助するシステムなどが
ある。しかし、補助を受けられる条件や期限が利用者にとって不便である等の運営上の課題が想定される。一
方、バスなどの公共交通による来街者への還元がないことによる不公平さも課題として挙げられる。本研究は
秋田市の中心市街地である JR 秋田駅周辺地域を対象とし、2 回の意識調査から地方都市住⺠の中心市街地への
移動に対する意識の把握・分析を目的とした。さらに、導入が検討されている買物ポイントを視野に入れた新
たなシステム導入やバス運賃への補助を行うことによる自家用車利用者のバスへの転換可能性の検討を行った
ものである。 
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1. はじめに 

 

 地方都市ではモータリゼーションの進行、郊外大型
店の進出などにより、中心市街地の衰退が問題となっ
ており、にぎわいの創出が都市政策上の課題といえる。
現在、多くの地方都市では自動車交通が交通手段の中
心となっており、駐車場のサービス水準が中心市街地
への訪問行動に影響を与えるといえる 1)。 

 このような中で、駐車場の利便性を向上させうるシ
ステムが必要とされている。秋田市においても、秋田
商工会議所が主体となり、秋田市商店街共通駐車券が
発行されている。これは加盟する店舗での消費に対し
て、駐車券を発行するシステムである。本事業には秋
田市中心市街地の小売店の1割にあたる約60店舗が加
盟しており、共通駐車券を秋田市中心市街地における
時間貸駐車場の2割にあたる12の駐車場で利用できる
(図-1)。 

 

図-1 秋田市商店街共通駐車券への加盟店舗･駐車場 

 しかし、本事業には、仕組みの周知が行き届いてい
ないことや、期限や発行の条件が利用者にとって利用
しづらいなどの課題が考えられる。また、来街者には
バスで訪れる人も少なくないにも関わらず、共通駐車
券事業では自動車の利用者にしかメリットがなく、公
共交通での来街者に対しての還元がないことから公平
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性の問題があることも課題である。このような問題を
解決するため、秋田市中心市街地活性化基本計画にお
いては買物ポイントによる駐車場無料利用システムの
導入が検討されている。 

 本研究では、中心市街地の中でも商業施設が集積し
ている JR 秋田駅周辺地域を対象とし、1）共通駐車券
の利用状況と不満の把握を行い利用者が求めるシステ
ムを明らかにする、2）地方都市住⺠の中心市街地への
移動に対しての意識を把握する、3）意識調査から現状
の共通駐車券のシステムの評価を行い、買物ポイント
導入を視野に入れた中心市街地における交通の利便性
を向上させるシステムを提案することを目的とした。 

 

 

2. 行動調査の実施と中心市街地への訪問行動 

 

(1) 意識調査の概要 

 本研究では、目的別に 2 種類の意識調査(駐車場利用
調査・アクセス調査)を実施した。駐車場利用に関する
意識調査(駐車場利用調査)は、駐車場選択時に重要視
する項目や利用したいと感じる駐車場環境などを尋ね、
134 票を回収した。中心市街地へのアクセスに関する
意識調査(アクセス調査)では、外出時の移動に対する
意識や中心市街地への来街を補助するシステムへの魅
力などを尋ね、2 つの地区から 224 票を回収した。 

 

(2) 秋田市商店街共通駐車券の利用実態 
 アクセス調査では、共通駐車券の利用経験について
尋ねており、利用経験のある被験者には利用頻度と不
満に感じたことがある項目についても質問した。
66.4%の被験者が「利用したことがある」と回答した
ものの、そのうちで「毎回利用する」と回答した被験
者は 45.7%にとどまっており、よく利用されていると
はいえない。共通駐車券の利用経験がある被験者が不
満に感じたことがある項目を図-2 に示す。「利用期限
が当日限りである」、「共通駐車券が発行されるための
買物金額が高すぎる」に不満を感じたことがある被験
者が多い結果となった。 

 

図-2 共通駐車券に対する不満点 

 

(3) JR 秋田駅周辺地域への訪問実態 
 アクセス調査では、JR 秋田駅周辺地域への訪問頻度

について質問した。全体では 44.9%の被験者が月に数
回以上と回答している。主な交通手段別にみると、自
動車が主な交通手段の被験者より、自動車以外が主な
交通手段である被験者の方が訪問頻度は高い。しかし、
秋田市においては、中心市街地での消費に対しての補
助は自動車での来街者に対してのみにしか行われてい
ない。そのため、自動車以外での来街者は訪問にかか
る費用に対して不満があると考えられる。 

 また、駐車場利用調査では、当日の JR 秋田駅周辺
地域での滞在時間について質問した。滞在時間の平均
は 2 時間 13 分であった。当日の共通駐車券の利用の有
無からみた滞在時間を図-3 に示す。当日、共通駐車券
を利用した被験者の方が滞在時間は⻑い傾向にある。
すなわち、共通駐車券により駐車場料金の負担が軽減
され、滞在時間が増加したと考えられる。 

 

図-3 共通駐車券の利用の有無からみた滞在時間分布 

 

 

3. 買物ポイントによる駐車場利用環境の改善 

 

(1) 買物ポイントによる駐車場サービスの提供 
 買物ポイントは事業に加盟する店舗で消費を行った
際に消費額の数%をポイントとして貯蓄できるシステ
ムで、貯蓄したポイントは商品券や駐車場券との交換
などが一般的である。買物ポイントを導入することで、
駐車券の提供における有効期限や交換単位の問題が解
消されるため、利便性の向上が期待できる。秋田市に
おいても中心市街地活性化計画において導入が検討さ
れている。 

 平成 19 年に秋田市が商業者を対象に行った意識調
査では、上記のようなシステムへの参加については、
「ぜひ参加したい」が 16.7%、「条件次第で参加したい」
が 62.9%を占めている。また、商店街活性化のために
必要なことについて、ハード事業では「駐車場整備」
が 43.2％と最も多いが、新たな駐車場整備に対する要
望は比較的少なく、今ある駐車場を効果的に利用すべ
きとの声がある。すなわち、商業者からも中心市街地
への訪問を補助するシステムの構築が望まれている。 

 

(2) 買物ポイントに対する期待と魅力 
 アクセス調査では、被験者に買物ポイントの概要を
説明した上で買物ポイントによって得られる特典をい
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くつか挙げ、それぞれに魅力を感じるか否かを尋ねた
(図-4)。全体では「商品券と交換」、「商品の割引」、「駐
車券と交換」に魅力を感じる被験者が多い。また、同
調査では仮に買物ポイントが導入された場合に利用し
たいと感じるかという質問をしている。20.2%の被験
者が「利用したいと感じる」、33.5%の被験者が「やや
利用したいと感じる」と回答しており、買物ポイント
に対して魅力を感じていることがわかる。 

 

図-4 買物ポイントによって得られる特典に対する魅力 

 

(3) 買物ポイントの利用意向に対する影響要因 
 買物ポイントの利用意向に影響する要因を明らかに
するために、数量化理論Ⅱ類による分析を行った。ア
イテムを、買物ポイントの各特典への魅力、外的基準
をそれらの特典があった場合の買物ポイント利用意向
とした。各特典に対するレンジ値を表-1 に示す。 

表-1 訪問頻度・訪問手段別にみた各要因のレンジ値 

 

 訪問頻度別にみると、訪問頻度の低い被験者は、「イ
ベントの開催」や「バス券と交換」、訪問頻度の高い被
験者は「バス券と交換」や「駐車場券と交換」のレン
ジが高くなった。訪問頻度の高い被験者はアクセスに
関する項目のレンジが高いことから、毎回の訪問費用
の負担減少が買物ポイント利用意向への影響が高いと
いえる。訪問手段別にみると、主な移動手段が自動車
以外の被験者では「バス券と交換」、「商品の割引」の
レンジが高くなった。自動車訪問の被験者においても
「バス券と交換」のレンジが高くなったことから、買
物ポイントとバス券との交換が可能になることにより、
自動車からバスへと訪問手段が転換する可能性がある
と考えられる。 

 

 

4. コンジョイント分析による駐車場利用の評価 

 

(1) コンジョイント分析における項目と水準の作成 
 本研究ではコンジョイント分析を行い、共通駐車券

の利用環境の満足度に影響を与えている要因を明らか
にする。 

 駐車場利用調査において、表-2 に示す項目と水準を
L9直交表により 9 つの票種に割り付けて作成したプロ
ファイルのそれぞれに 0~100 点で同一点が無いように
点数をつけてもらっている。 

表-2 コンジョイント分析の項目と水準 

項目 第 1 水準 第 2 水準 第 3 水準 

有効期限 
無制限(発行日 
以外も利用可) 

発行日に 
限り有効 

 

発行の条件 

一つの店舗で
2000 円以上の 

買物をした場合
のみ発行 

複数の店舗での 
2000 円以上の 
買物でも発行 

 

加盟店の数 
60 店舗 

(全体の 1 割) 
120 店舗 

(全体の 3 割) 
180 店舗 

(全体の 3 割) 
目的地 

までの距離 
非常に近い 

(徒歩約 2 分) 
近い 

(徒歩約 5 分) 
遠い 

(徒歩約 10 分) 

(2) コンジョイント分析による部分効用値の推定 
 各水準の部分効用値を図-5 に示す。駐車場から目的
地までの距離が「非常に近い」の部分効用値が 15.459、
有効期限が「無制限」の部分効用値が 9.505 と高くな
る結果となった。すなわち、利用者は駐車場から目的
地までの距離を重要視しているといえる。よって、事
業に加盟する駐車場を増加させ、目的地までの距離を
短縮することが、共通駐車券の評価向上や利用者の増
加に繋がると考えられる。 

 

図-5 各水準の部分効用値 

 また、発行の条件では「複数の店舗での 2000 円以上
の買物でも発行」、有効期限では「無制限（発行日以外
も利用可）」が高い全効用値を得るために必要であるた
め、現システムの有効期限や駐車券発行のための金額
の問題が解消される買物ポイント導入は有効な施策と
考えられる。 

 

 

5. バスによる中心市街地への訪問行動 

 

(1) 訪問手段転換の可能性 
 アクセス調査では、中心市街地へ出かける際の主な
交通手段が「自動車」と答えた被験者に対して、バス
への転換が可能であるかを尋ねた。34.1%の被験者が
「変えられる」「たぶん変えられる」と答え、転換の可

訪問頻度が低い 訪問頻度が高い 自動車 自動車以外

駐車券と交換 0.83 1.27 1.34 1.59

バス券と交換 0.94 1.98 1.02 2.04

商品券と交換 0.65 0.52 0.66 0.70

商品の割引 0.75 0.85 0.78 1.68

イベントの開催 1.18 0.57 0.94 0.89
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能性がみられた。転換できない理由としては「バスの
時間に合わせた行動になるため」、「買物したものが荷
物になるため」、「移動にかかる費用が高くなるため」
と回答する被験者が多かった。年代別にみたバスへの
転換の可能性を図-6 に示す。年代が低くなるにつれて
「変えられる」、「たぶん変えられる」と答えた被験者
の割合が低くなっている。 

 

図-6 年代別にみるバスへの転換可能性 

 アクセス調査では、外出時の移動に関する評価基準
を「移動にかかる費用」、「時間の自由度」、「歩く距離
の少なさ」として、それぞれ一対比較による重要度評
価を行ってもらった(図-7)。外出時の主な交通手段でみ
ると、自動車が主な交通手段である被験者は「時間の
自由度」を重要視し、自動車以外の手段を利用する被
験者は、「移動にかかる費用」を重要視している。 

 

図-7 外出時の移動における評価基準の重要度 

 

(2) JR 秋田駅周辺地域への訪問頻度とバス転換可能性 
 JR 秋田駅周辺地域への訪問頻度別にみたバスへの
転換の可能性を図-8 に示す。訪問頻度が高くなるにつ
れて、JR 秋田駅周辺への交通手段を自動車からバスへ
転換できるとした被験者の割合が高くなった。 

 

図-8 秋田駅周辺地域への訪問頻度とバス転換可能性 

 駐車場利用調査では、駐車場選択に関する評価基準
を「料金・割引サービス」、「駐車場の利用しやすさ」、

「目的地までの距離」とし、一対比較による重要度評
価を行ってもらった(図-9)。訪問頻度が高くなるにつれ
て「料金・割引サービス」を重要視する傾向にある。
すなわち、買物ポイントによる特典としてバス運賃の
負担を軽減することが、訪問手段の転換と訪問者増加
に有効と考えられる。 

 

図-9 駐車場選択における評価基準の重要度 

 

 

6. おわりに 

 

 本研究における分析の結果、来街者の多くが共通駐
車券の利用期限が当日であることに不満を感じており、
利用者増加に繋がっていないと考えられる。また、来
街者の中には、自動車以外で訪れる人も少なくなく、
それらの被験者の訪問頻度が高いことが明らかとなっ
た。それにも関わらず、現在のシステムでは訪問費用
の補助を行っていないため、バスの運賃などに負担感
を感じているといえる。 

 買物ポイントに対しては魅力を感じる被験者が多く、
駐車券やバス券との交換などの訪問費用の負担軽減に
なる特典を盛り込むことが魅力あるポイントカードに
は必要である。また、来街者は駐車場から目的地まで
の距離を重要視する傾向にあるため、サービスを利用
できる駐車場をさらに増やすことが望ましい。 

 以上の点から、ポイントカード導入による駐車場サ
ービス水準改善、事業に参加する駐車場・商店の増加
を行い、バスでの来街者に対しても中心市街地での消
費に対して運賃の補助を行えば、訪問手段が自動車か
らバスへ転換される利用者も少なくなく、来街者の増
加に繋がると考えられる。 
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